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＜要旨＞

1. 日本政策投資銀行関西支店が2017年8月2日に発表した「2016・2017年度 関西地域設備投資計画調

査」において、関西地域における2017年度の設備投資計画は、製造業で前年度比+21.5％、非製造業で

同+14.2％、全産業で同+17.2％となった。本レポートでは、関西に本社を置く製造業（以下「関西製造

業」）の国内外における設備投資動向や、各種投資を含めた「広義の投資」の動向を見ていきたい。

2. 関西製造業の国内設備投資における投資動機の変化を見ると、2017年度計画では拠点集約などの「合

理化・省力化」の割合が増加するほか、「研究開発」の割合が増加する見通しである。直近5年では、「能

力増強」の割合が増加傾向にあり、「維持・補修」の割合が減少傾向にある。

3. 海外拠点における生産能力の見通しについて、中期的に「増加」と回答した企業が60.0％であるのに対し、

長期的に「増加」と回答した企業が76.5％となった。海外拠点における生産能力を増加させる要因としては、

「現地や近隣国での需要増加」の割合が最も高く、73.7％となっている。一方、国内拠点における生産能

力の見通しについて、「縮小」とした企業は、77.4％を占めた「国内需要の縮小」を主な要因に中期的

1.3％から長期的7.4％へ増加するものの、「増加」、「現状維持」とした企業の合計は長期的な見通しにお

いても92.7％であり、依然として底堅さが認められる。

4. 「広義の投資」の観点では、関西製造業では「国内有形固定資産投資」が最も優先される項目となった。

一方で、優先順に3つまでの項目を選択した場合、「研究開発」、「人的投資・人材育成」の割合は「国内有

形固定資産投資」を上回り、「情報化投資」も相応の割合を占める結果となった。

5. 「研究開発」について、研究開発費の対売上高比の傾向を見ると、関西製造業では「大幅に上昇」、「やや

上昇」していると回答した企業は33.0％と、全国（30.1％）をやや上回る水準である。「人的投資・人材育

成」について、重要度が「上昇」、「やや上昇」していると回答した企業は93.7％と、人的投資の重要性は各

企業に広く認識されている一方、人的投資・人材育成のための支出を「増やしている」と回答した企業は、

54.3％に留まった。 「情報化投資」について、ビッグデータ、ＡＩ、ＩｏＴなどの最先端技術を「活用している」、

「活用を検討している」と回答した企業は38.9％と、昨年度と比較して上昇した。

6. 中期的な市場開拓や新規事業への取り組みについて、「取り組んでいる」、「今後、取り組む予定がある」と

回答した企業は47.3％と、昨年度と比較して上昇した。

ー 「広義の投資」の観点から見る現状と課題 ー

［調査要領］
調査時期：2017年6月26日を回答期限として実施（回答時期は主として6月）
調査対象：資本金10億円以上の民間法人企業のうち関西地域（※1）に本社を置く製造業
調査方法：郵送によるアンケート方式
回答状況：［関西］97社（対象企業数303社、回答率32.0％）（※2）

［全国］500社（対象企業数1,415社、回答率35.3％） （※2）

（※1） 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県の2府4県を対象とする
（※2） 回答状況は1問でも有効回答があった企業を全て含むため、各設問ごとの回答社数は上記よりも少ない
（※3） 一部のグラフについては、端数処理の関係で合計が100％とならない場合がある
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•日本政策投資銀行関西支店が2017年8月2日に発表した「2016・2017年度 関西地域設備投資計画調査」において、

関西地域における2017年度の設備投資計画は、製造業で前年度比+21.5％、非製造業で同+14.2％、全産業で同

+17.2％となった。関西に本社を置く製造業（以下「関西製造業」）も同+17.8％となり、3年連続の増加を計画している。

本レポートでは、関西製造業の国内外における設備投資動向や、研究開発費、人的投資等も含めた「広義の投資」の動

向を見ていきたい。

•関西製造業の国内設備投資における投資動機の変化を見ると、2017年度計画では拠点集約などの「合理化・省力化」

の割合が増加するほか、「研究開発」の割合が増加する見通しである。直近5年では、「能力増強」の割合が増加傾向に

あり、「維持・補修」の割合が減少傾向にある（図表1-1）。

•一方で、国内生産拠点の現況についての総括的、平均的な認識として、「老朽拠点の維持・更新のための設備投資増

額が必要」が最も高い割合を占めており、維持・補修関連の投資は今後も相応に行われるものと思われる（図表1-2）。

•関西製造業の景況感を見ると、2017年度の売上高D.I.と経常損益D.I.は前年度対比で改善しており、収益環境の見通し

は良好といえる。一方で、設備投資/CF D.I.を見ると、設備投資は引き続きキャッシュフローの範囲内で行われる見通し

であるが、関西製造業は前年度実績から横ばいの▲52.8となり、全国（▲36.4）よりも慎重な姿勢が見られた（図表1-

3）。

図表1-1 国内設備投資における投資動機の変化

1 ．関西製造業の国内投資動機の変化

図表1-3 D.I.の変化（売上高、経常損益、設備投資/キャッシュフロー（以下「CF」））

（備考）D.I.とはDiffusion Indexの略。企業の業況感や設備の過不足などの判断を指数化したもの
売上高D.I.、経常損益D.I.＝（「増収・増益」回答数－「減収・減益」回答数）÷有効回答数
設備投資/CF D.I.＝（「設備投資額はCFを上回る」との回答数－「設備投資額はCFを下回る」との回答数）÷有効回答数
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図表1-2 国内生産拠点の現況についての総括的、平均的な認識

売上高D.I. 経常損益D.I 設備投資/CF D.I.

2016年度実績 2017年度計画 2016年度実績 2017年度計画 2016年度実績 2017年度計画

関西 ▲18.4_ 41.7_ 6.1_ 11.0_ ▲52.8_ ▲52.8_

全国 ▲21.4_ 30.8_ 4.4_ 16.6_ ▲54.5_ ▲36.4_

（備考）数値は「各項目の設備投資額/設備投資額の合計値」

（備考）数値は有効回答社数比
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２．関西製造業の海外・国内拠点における生産能力の見通し

•次に、関西製造業の海外・国内拠点における生産能力の見通しを、中長期的な目線で切り分けながら見ていきたい。

•海外拠点における生産能力の見通しについて、中期的に「増加」と回答した企業が60.0％であるのに対し、長期的に「増

加」と回答した企業が76.5％となった。海外拠点における生産能力を増加させる要因としては、「現地や近隣国での需要

増加」の割合が最も高く、73.7％となっている。一方、国内拠点における生産能力の見通しについて、「縮小」とした企業

は、77.4％を占めた「国内需要の縮小」を主な要因に中期的1.3％から長期的7.4％へ増加するものの、「増加」、「現状

維持」とした企業の合計は長期的な見通しにおいても92.7％であり、依然として底堅さが認められる（図表2-1、2）。

•国内拠点の生産能力を増加させる企業が海外と比較して限られるなかで、国内拠点については、新製品の開発拠点と

しての「マザー工場」の役割が一層重要となるが、既に関西製造業では、58.2％の企業が国内マザー工場を有すると回

答している（図表2-3）。かつてはマザー工場の役割として、海外進出の際の海外工場の新規立ち上げ支援などが重要

であったと考えられるが、今回の調査では、今後国内のマザー工場で強化していく機能として、「新製品の開発・設計・初

期量産化」、「最先端の生産技術・製造技術の開発」の割合が高くなっており、関西製造業ではその傾向がより顕著であ

る。（図表2-4）。

図表2-1 海外・国内拠点における生産能力の見通し
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図表2-3 「マザー工場」と位置づけて
いる国内拠点の有無

図表2-4 今後、国内のマザー工場で強化していく機能
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図表2-2 海外・国内拠点における長期的な生産能力増減の要因（全国）
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３．「広義の投資」の観点から見る関西製造業の現状と課題①

•有形固定資産投資に加え、研究開発、人的投資等を含めて「広義の投資」と捉えた場合、関西製造業では「国内有形

固定資産投資」が最も優先される項目となった。一方で、優先順に3つまでの項目を選択した場合、「研究開発」、「人的

投資・人材育成」の割合は「国内有形固定資産投資」を上回り、「情報化投資」も相応の割合を占める結果となった（図

表3-1）。以下では、各項目に対する企業の認識を見ていきたい。

•「研究開発」について、研究開発費の対売上高比の傾向を見ると、関西製造業では「大幅に上昇」、「やや上昇」している

と回答した企業は33.0％と、全国（30.1％）をやや上回る水準である（図表3-2）。

•投じた研究開発費に対する成果については、「十分な成果が上がっている」、「一応の成果が上がっている」とした割合も

一定数あるものの、「よく分からない」とした割合が基礎研究で45.5％、応用研究で33.3％となり、製品化に近い開発研

究にあっても21.2％に上った（図表3-3）。研究開発における課題としては「全社的な研究開発活動のマネジメント」、「研

究成果の製品化、事業化の遅れ」が主なものとして挙げられており（図表3-4）、研究開発の成果を上げるべくいかにマネ

ジメントすべきか、関西製造業が試行錯誤している状況がうかがえる。

図表3-1 事業の成長のために優先する投資
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（備考）優先度の高い順に3つまでの回答、数値は有効回答社数比

図表3-2 研究開発費の対売上高比の傾向
（過去５年程度）

図表3-4 研究開発における課題

図表3-3 投じた研究開発費に対する成果
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•「人的投資・人材育成」について、重要度が「上昇」、「やや上昇」していると回答した企業は93.7％と、人的投資の重要

性は各企業に広く認識されている（図表3-5）。一方、人的投資・人材育成のための支出を「増やしている」と回答した企

業は、54.3％に留まった（図表3-6）。

•人手不足への対応策としても、足元では「業務改善による生産性向上」のように、大きな投資を伴わない対応策が高い

割合を占めた。5年程度先では、「ＡＩやＩｏＴ活用による生産性向上」、「設備投資による省力化」の割合が大きく上昇し、

技術革新による人手不足解消への期待感が見て取れる（図表3-7）。

•「情報化投資」について、ビッグデータ、ＡＩ、ＩｏＴなどの最先端技術を「活用している」、「活用を検討している」と回答した

企業は38.9％と、昨年度（33.3％）と比較して上昇した（図表3-8）。具体的な活用事例では、操業最適化といった合理

化・効率化や、故障などの管理・予知保全など、自社内での利活用を目的とするものが多くを占めた。最先端技術を用

いた新サービスの提供などは現状一部に留まっているため、今後、新事業創出が加速することに期待したい（図表3-9）。

図表3-5 人的投資・人材育成の重要度
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図表3-7 人手不足に対する対応策

（備考）2つまでの複数回答、数値は有効回答社数比

図表3-6 人的投資・人材育成のための支出

（備考）数値は有効回答社数比

図表3-8 ビッグデータ、ＡＩ、ＩｏＴの活用

関

西

全

国

（備考）数値は有効回答社数比

図表3-9 具体的な活用事例

合理化・効率化 操業最適化、研究開発のスピード向上、データ収集による効率化ノウハウの蓄積

管理・予知保全 故障予兆の検知、消耗品補充管理、AIによる製品検査・不良原因分析、生産ラインの見える化

新サービスの提供 ＩｏＴを活用した故障予知機能などのサービス提供

0%20%40%60%

足元

0% 20% 40%

5年程度先

-20% 0% 20%

5年程度先-足元
業務改善による生産性向上
人材教育による生産性向上
高齢者の再雇用や定年延長

設備投資による省力化
非正規社員の正社員登用

在宅勤務等、多様な働き方の推進
人手は足りている

AIやIoT活用による生産性向上
外国人労働者の育成、採用

女性社員比率の向上
賃金の引き上げ

海外でのアウトソーシング
M&Aによる人材確保

その他

３．「広義の投資」の観点から見る関西製造業の現状と課題②



37.0%

34.7%

10.9%

7.5%

52.1%

57.8%

2017

2016

取り組んでいる 今後、取り組む予定がある 本業を優先しており、現時点で取り組む予定はない

34.4%
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2017

2016

•最後に、現在の中核事業以外の新たな事業展開として、企業の中期的な成長市場開拓の取り組みを見ていきたい。

•中期的な市場開拓や新規事業への取り組みについて、「取り組んでいる」、「今後、取り組む予定がある」と回答した企業

は47.3％と、昨年度（41.3％）と比較して上昇しており、新市場の開拓に対する企業意欲の高まりがうかがえる（図表3-

10）。

•市場開拓や新規事業の位置づけとしては、「中長期的に新たな収益の柱とするため」、「既存事業とのシナジーが見込ま

れるため」、「今後の高い成長が見込まれるため」が主なものとして挙げられている（図表3-11）。具体的に取り組む事業

分野としては、医療・ライフサイエンス関連の回答が各業種で目立ったほか、「ロボット」、「センシング」、「カーエレクトロニ

クス」など、近年注目を浴びる分野の回答も多く見られた（図表3-12）。

•M&Aを検討する目的として、「相手先技術の取り込み」、「事業分野の拡大」を挙げる企業も相応に見られ（図表3-13）、

スピード感の求められる昨今の情勢にあっては、市場開拓や新規事業の取り組みに、M&Aが選択肢の一つとして考えら

れていることがわかる。

図表3-10 中期的な市場開拓や新規事業への取り組み
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図表3-11 市場開拓や新規事業の位置づけ

0% 20% 40% 60% 80%

中長期的に新たな収益の柱とするため

既存事業とのシナジーが見込まれるため

今後の高い成長が見込まれるため

事業多角化の一環

既存の中核事業の収益力が低下傾向にあるため

株主・投資家の成長期待に対応

社員の雇用機会を確保するため

他社に遅れをとらないため

その他

関西

全国

関

西

全

国

（備考）数値は有効回答社数比

（備考）2つまでの複数回答、数値は有効回答社数比

図表3-12 成長市場開拓の具体的な事業分野・内容 図表3-13 M&Aを検討する主な目的

国 内

核酸医薬品、ライフサイエンス、ロボット、センシング、水素

カーエレクトロニクス、ワイヤレス給電、自然エネルギー発電

情報ネットワーク、生活環境製品、防災、保育

海 外

ライフサイエンス、 医療用精密ゴム、デンタルヘルス

ICT/IoT活用製品サービス、コスメ・ヘルスケア、農業
0% 40% 80%

既存事業の規模やシェア拡大

相手先技術の取り込み

事業分野の拡大

事業基盤が弱い地域への進出

調達先や販売先等の取り込み

人材の獲得

相手先ブランドや商標の取り込み

その他

関西

全国

（備考）数値は有効回答社数比
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